
様式第６（第４条第５号イ関係）

平成 30 年度石綿健康被害救済基金に係る運営及び管理に関する基本的事項

基金の名称 石綿健康被害救済基金 

基金設置法人 独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。） 

基金の概要 

■取崩型   

石綿による健康被害を受けた者及びその遺族のうち、労災補償制度等の対象

とならない者に対して、医療費等の救済給付を支給する。 

基金の目標 石綿による健康被害の迅速な救済を図ること。 

申 請 方 法 

日本国内において石綿を吸引することにより指定疾病にかかった旨の認定

の申請をしようとする者等は、環境省関係石綿による健康被害の救済に関す

る法律施行規則（平成 18 年環境省令第 3 号）に定める事項を記載した申請

書に必要な書類を添えて機構に提出する。 

審 査 基 準 

提出された申請書等について機構で確認し、医学的判定を要する事項につい

ては環境大臣に判定の申出を行う。環境大臣は判定の申出があったときは、

中央環境審議会の意見を聴いて、判定を行い、機構に対し、その結果を通知

する。機構は、その判定結果に基づいて、認定等を行う。 

具体的な医学的判定の基準等については以下のＵＲＬを参照。 

○石綿による健康被害の救済に関する法律の施行（救済給付の支給関係）に

ついて（通知）（令和元年 5月 7日）

http://www.env.go.jp/air/asbestos/no_1905071.html
○医学的判定に係る資料に関する留意事項（平成 18 年 6 月 6 日付け中央環

境審議会石綿健康被害判定小委員会策定）（平成 29 年 6 月 29 日最終改訂）

https://www.env.go.jp/air/asbestos/pdfs/pdet-170629.pdf

審 査 体 制 機構、環境省中央環境審議会環境保健部会石綿健康被害判定小委員会 

基
金
の
額
（
単
位
：
円
）

  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

収
入

国費(補助金等) - - - -

出資等 - - - -

運用収入 94,530,081 84,521,938 29,840,190 8,036,272 15,019,323

(うち国費見合額) (-) (-) (-) (-) (-)

事業主拠出金 3,281,417,340 3,239,404,491 3,382,017,909 3,311,277,002 3,423,718,599

都道府県拠出金 923,770,000 923,770,000 921,340,000 - -

その他収入 81,614,591 51,616,170 38,382,869 85,895,782 84,489,236

前年度末基金残高 76,175,194,181 77,702,159,246 78,730,972,198 79,697,271,263 79,439,116,963

返納額(マイナス) - - - - -

合計 (a) 80,556,526,193 82,001,471,845 83,102,553,166 83,102,480,319 82,962,344,121

支
出

救済給付 2,854,366,947 3,270,499,647 3,405,281,903 3,663,363,356 4,060,284,764

合計 (b) 2,854,366,947 3,270,499,647 3,405,281,903 3,663,363,356 4,060,284,764

基金残高 (a-b) 77,702,159,246 78,730,972,198 79,697,271,263 79,439,116,963 78,902,059,357

  うち国費相当額 18,615,348,800 17,630,534,514 16,600,428,113 15,558,858,796 14,368,465,298


